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大分県の6次産業化の事例研究

e1訊じめに

近年、 日本の農林水産業や農山漁村では様々な

問題が深刻化している。 まず1つ目が、 国内食品

のマ ー ケットの縮小である。 農林水産省の統計に

よると、 国内食品のマ ー ケット（飲食料の最終消

費羅）は、 1995年の81. 9兆円から2005年には73.5

兆円と減少した。 2つ目は、 農業算出額の低下で

ある。 農業算出額については、 1990年の11.4兆円

から2013年には8.4兆円と減少した。 3つ目が、

牒業所得の低下である。 農業所得については、

1990年に6. 1兆円から2005年には3.4兆円に減少し

た。 4つ目は、 農山漁村地域における企業の撤退

や公共事業の減少である。 このように、 農山漁村

における雁用と所得の確保が日本社会での重要な

課題になっており、 農林水産業を取り巻く問題を

解決するために、 農業の6次産業化が期待されて

いる。

2010年12月 3 日には、 農林水産省により「地域

資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出

等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律

（六次産業化・地産地消法）」（以下、 六次産業

化・地産地消法）が公布された。 この法律は、 地

域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創

出等に関する施策及び地域の農林水産物の利用の

促進に関する施策を総合的に推進することによ

り、 牒林漁業者等の振興等を図るとともに、 食料

自給率の向上等に寄与することが目的とされてい

る。 また、 2015年 3 月には、 食料・農業・農村基

本法に基づき、「新たな食料・農業・牒村基本計

画」が策定され、 その施策として6次産業化の推

進が計画された。 農林漁業者による6次産業化を
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推進することにより、 バ リュ ー チェ ー ンの構築や

イノベ ー ションを通じた新たな価値の創出の促進

が図られた。 このように、 国による6次産業化に

関する施策が制定され、 全国各地で6次産業化の

取り組みが進められるようになったが、 その進捗

状況は地域によって異なる。 そのため、 地域ごと

の取り組みの実態を探る必要がある。

以上のことから、 本稿の研究目的は2つある。

まず、 第1に、 大分県における6次産業化の実態

を明らかにすることである。 第2に、 6次産業化

を推進させるための要因を探ることである。 その

ため、 大分県で6次産業化に取り組んでいる株式

会社おおやま夢工房を事例として検討し、 大分県

における 6 次産業化の動向と実態について検討す

る。

〇大分県における6次産業化の
＇ 動向

(1) 6次産業化の背景

大分県においては、 6次産業化という概念が生

まれる以前から、 NPC 運動や一 村一 品運動など

の地域振興活動が行われていたが、 6 次産業化と

いう概念が生まれたのは1990年代である。 1990年

代に、 大分県日田郡大山町を中心とした活動、 い

わゆる一村一品運動を調査していた今村奈良臣に

より「農業の6次産業化」が提唱された。 今村は、

各地の地域振興活動を調査していたが、 大分県に

おいては、 日田郡大山町にある大山町農協の設立

した農産物直売所「木の花ガルテン」で調査を行っ

た。 約1週間にわたり農家に泊めてもらい、 直売

所の「木の花ガルテン」 に出荷する農民や組合員



の生産・加工・販売の活動を調査する中でこの

「l：謬業の6次産業化」という概念を生み出した。

この考えは、「 1 次産業＋ 2 次産業＋ 3 次産業

=6 次産業化」というように、 農業を単に股畜産

物の生涯という1次産業にとどまるのではなく、

2次産業（農産物の加工・ 食品製造など）や3次

産業（卸・ 小売、 情報サ ー ビス、 観光など）にま

で踏み込むことで、 新たな付加価値を創造し、 高

齢者や女性に新たな雁用の場を創造する活動を推

進しようとしたものであった。 しかし、 その後、

1次産業である農業がゼロになってしまうと、 2

次産業や3次産業をいくら強化しても答えはゼロ

になってしまうということを強調するために、

「 1 次産業X 2 次産業X 3 次産業＝ 6 次産業化」

と改め、 掛け算を用 い る よ う に な っ た（今

村． 2009) 。 現在では、 全国各地で農産物加工、

農産物直売所、 観光牒園、 牒家民宿、 牒村レスト

ランなどの様々な6次産業化の取り組みが行われ

るようになった。

(2)大分県の6次産業化の動向

全国で6次産業化の取り組みが行われるように

なったが、 大分県においても、 2010年の六次産業

化・ 地産地消法による総合化事業計画が進められ

た。 総合化事業計画による2015年 8 月 12 日時点の

全国の認定件数は2.105件であった。 そのうち、

大分県を含む九州地域7県の認定件数は、 全国の

中でも最も多い365件であった。 その認定件数は、

表 1 に示すとおりである。 なお、 表 1 は、 2013年

と2015年の総合化事業計画の認定件数を九州地域

表2 年間販売金額及び事業体数（農業）

農産物加工 農産物直売所
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7県で比較して示したものである。

表1 総合化事業計画認定件数（九州地域）

2013年 2015年

福岡県 47 61 

佐賀県 12 18 

長 崎 県 15 34 

熊 本 県 44 76 

大 分 県 17 31 

宮崎 県 43 82 

鹿児島県 40 63 

ムロ 計· 218 365 

出所：九州典政局貧料より作成

2013年の認定件数は、 福岡県47件、 熊本県44

件、 宮崎県43件、 鹿児島県40件、 大分県17件、 長

崎県15件、 佐賀県12件の順に多くなっている。

2015年の認定件数は、 宮崎県82件、 熊本県76件、

鹿児島県63件、 福岡県61件、 長崎県34件、 大分県

31件、 佐賀県18件の順に多くなっている。

これらのデー タから分かる特徴としては、 農業

の盛んな宮崎県、 鹿児島県、 熊本県、 九州の中で

も最大消骰地である福岡県においてはその認定件

数が多くなっていることが分かる。 しかし、 一方

で、 長崎県、 大分県、 佐賀県においては認定件数

が他県に比べて低いことが特徴であった。 大分県

においては、 九 ヽ）•1·17 県の中でも2013年 は 5 位、

2015年は 6 位と九州地域の中でも低い認定件数で

あった。 その要因としては、 大分県においては、

1990年代から農業に比べて工業の方が発展してき

た。 そのために、 牒業の盛んな宮崎県、 鹿児島

（稔領のlji.（立：100万円）

観光牒園 盟家民宿 牒家レストラン
地域

総額 事業体数 総額 事業体数 総額 事業体数 総額 事業体数 総額 事業イ本数

福岡 30,415 880 40.869 590 914 290 X X X 

佐賀 15,094 340 14.825 200 243 60 X X X 

長 崎 8.406 390 15.657 230 95 50 62 30 265 

熊本 30. 701 940 33. 193 520 616 110 90 60 l. 414

大分 7,218 500 14.617 370 333 100 181 180 536 

宮崎 43.383 700 12.691 330 269 80 44 50 1.050 

鹿児島 40,261 730 21. 295 490 548 190 51 50 1. 381

注1 :統計表中に用いた「X」は個人又は法人、 その他の団体に関する秘密を保護するため、 投票数値を公表していない。
出所：農林水産省の6次産業化総合詞査より作成
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県、 熊本県に比べて生産できる牒産物が少なかっ

たことが考えられる。 それに伴い、 6次産業化に

関する認定件数についても低くなっているのでは

ないかと考える。

次に、 農林水産省が2015年6月2日に公表した

「6次産業化総合調査(2013年）」を見ると、 表

2のようになっている。 この調査は、 農業と漁業

の経営体と、 農協や漁協などによる各事業の販売

金額と事業従事者数を調壺したものである。

表2の大分県における農業の6次産業化の取り

組みについて見てみると、 販売金額に関しては、

牒産物直売所が最も高くなっている。 事業体数に

聞しては、 農産物加工が最も多くなっている。 大

分県のそれぞれの事業体数を他県と比較してみる

と、 牒産物加工は、 九J•I•| 7県のうち5位である。

農産物直売所は 4 位、 観光農園は 4 位、 牒家民宿

は 1 位、 牒家レストランは 4 位となっている。 こ

のように、 典家民宿の事業体数は他県に比べて多

いことが特徴であるが、 その他の事業の事業体数

は他県に比べて少ないことがわかる。 事業体数に

伴って、 販売金額も他県と比べると低くなってい

ることが伺われる。 一方、 表3の大分県における

漁業の6次産業化の取り組みについて見てみる

と、 水産物加工と水産物直売所の販売金額と事業

体数は、 どちらも漁業の盛んな他県に比ぺて低く

なっている。 また、 漁業においては全体的に見て

も牒業より事業体数が少ないことから、 販売金額

が少なくなっている。

一概には言えないが、 これらの一 部の惰報から

表3 年間販売金額及び事業体数（漁業）
（総額の爪位：l007Jl'J)

地域
水産物加工 水産物直売所

総額 事業体数 総領 事業体数

福岡 419 30 1,064 20 

佐質 3. 174 30 171 ゜

長崎 8.038 220 1.674 40 

熊本 2,568 60 11 ゜

大分 3,408 40 782 10 

宮崎 7.080 20 376 10 

鹿児島 13,614 90 2.433 40 

i I·I I甜じ 2. 217 60 1.583 50 

出所：陵林水産省の6次産業化総合調査より作成

t 

大分県の6次産業化の実態として次のことが明ら

かとなった。 大分県の農業に関しては、 九）·l·I各県

と比較すると、 6次産業化に取り組む事業体数と

販売金額はまだまだ少ない様子が伺われるが、 農

産物直売所や牒産物加工を中心に事業が展開さ

れ、 また、 牒家民宿を特徴として6次産業化が進

められていることが明らかとなった。 ｀漁業に関し

ても、 他県に比べて事業対数と販売金額が低いこ

とから、 漁業による6次産業化の課題や難しさが

伺われた。

この実態をもとに、 公益財団法人大分産業創造

機構おおいた6次産業化サポ ー トセンタ ー の諸窟

愛子氏に行ったヒアリング調査によると、 大分県

における6次産業化の課題として次のことを伺う

ことができた。 諸富氏によると、 牒林漁業者が自

立する力が弱く、 2次 • 3次産業者にどうしても

利益が流れていってしまうことが課題であり、 牒

業者や生産者が独自で6次産業化に取り組み、 自

立して利益を生み出し、 さらに1次涯業者の罷用

を増やすことが最大の課題であるとしていた。 ま

た、 大分県においては、 6次産業化の意識がまだ

まだ低いため、 支援制度の充実やセミナ ー などに

より意識の向上を図ることが誼要なのではないか

と指摘されていた。 また、「 1 次 x2 次X 3 次＝

6次産業化」の形にとらわれすぎない、 柔軟で自

由な発想の新たな6次化の取り組みを図ることが

できれば、 大分県で6次産業化の推進が図られる

のではないかと諸富氏は述べられていた。

おおやま夢工房の6次産業化
の実態

大分県における実態が明らかになった上で、 大

分県において先駆的に6次産業化に取り組む株式

会社おおやま夢工房について、 その実態と取り組

みの特徴や課題について検討した。 おおやま夢工

房は、 大分県で6次産業化に取り組む第3セク

タ ー である。 なお、 おおやま夢工房に1具lしては、

2015年12月におおやま夢工房の専務取締役総支配

人の緒方英雄氏へのヒアリング調査を実施してお

り、 現地調査で得た情報を分析材料としている。
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(1)おおやま夢工房の6次産業化の取り組み 特産品である梅を活かした「梅文化」や先進的な

おおやま夢工房は、 1998年に大分県日田市（旧 「まちづくり文化」がある。 その文化や地元の梅

大山町）、 ニ ッカウヰスキ ー 株式会社団体、 町内 牒家を守り、 産業間の垣根を超えて、 役場、 農

外の個人の出夜によって第3セクタ ー として設立 協、 商工会に代わるべき組織として株式会社おお

された。 同社が設立された大分県日田市大山町 やま夢工房が地域づくり会社として設立された。

は、 一村一品運動の発祥の地として知られ、 町の

表4 おおやま夢工房の概要

株式会社おおやま夢工房
=玖IL¥-しし

1998年4月

出rt団体 大分県日田市（旧大山町） 72 ％出賓
ニッカウヰスキ ー 株式会社団体などが10％出資
町内外の個人18％出賽

所在地 大分県日田市大山町西大山4587番地

ft本金 l 僻8.000万円

代表者 代表取締役 三筈善八郎

業種 農産物および牒産加工品の製造販売、 料理店の経営、
宿泊事業、 大衆浴場事業、 公共施設の管理

6次産業化 加工 ・ 販売

く出所：おおやま夢工房HP (http:/ /www.hibikinosato.eo.jp/) 2015. 11. 20 アクセス＞

2002年にこれからの大山町のあ りかたを示す方

向として、 休捉保養施設「戯後・大山ひびきの郷」

をオ ー プンさせた。 この施設には、 特産の梅やス

モモ、 ハー プなどを使ったリキュ ー ルエ房「梅酒

専門蔵」、 露天風呂や遠赤外線低温サウナを備え

た「梅の香温泉なごりの湯」、 大山 の食材を用い

た故郷料理のレストラン「ふるさと料理ひびき」、

宿泊施設「お宿あさもや」、 田舎の知恵を伝授す

る「体験工房こころみ」などが併設された。 2004

年には、 これらの施設運営に加えて、 大山町に道

の駅「水辺の郷」をオ ー プンさせた。 大山と日田

写真1 リキュ ー ル工房うしゅく「梅酒専門蔵」

地域を中心にとれた野菜やフルー ツを使用した特

産加工品を「ファ ー マ ー ズマ ー ケット」で販売し

たり、「バイキングレストラン 」で調理して消骰

者に提供したりしている。「水辺の郷」では、 お

おやまリキュ ー ルや大山町の特産品である梅、 ス

モモ 、 栗の販売、 名物まんじゅう、 和菓子などの

実演販売を行ったり、 全国産地の食材フェア ー な

どのイベントなども企画したりしている。

同社は6次産業化の取り組みとして、 大山町の

特産品である梅に特化した商品開発に力を入れて

いる。 その商品は、「樽仕込高級梅酒ゆめひび

き」、「熟成梅酒ゆめひびき」、「南高梅のこだわり

梅酒」などの梅酒を始め、 安心安全の自然派高級

ドリンク「樹上完熟梅ビプラ ー ト」、 大分県日田

産の香り裔い ゆずを使用したゆず酒「天女の羽根

衣」、 完熟南高梅を使用した「梅ドレッ シング」

や「梅ポン酢」、「南高梅干し入り梅茶泊け」 、 梅

のエキ スサプ リ 「梅神」など多岐にわたる。

その中でも主力商品は 、「椋仕込高級梅酒ゆめ

ひびき」であるが、 この商品の6次産業化を実現

させるためには酒造免許の取得に大変苦労したよ

うだ。 一流の商品を作るためには、 優れた素材、

俊れた加工技術者や加工シ ステムが必要である。

二
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写真2 「南高梅のこだわり梅酒」

リキュ ー ルの原料となる梅の生産に関しては、 契

約農家から梅を貨い取るシステムを構築させ、 特

産の50年の歴史のある梅を使用することができ

た。 しかし、 梅をリキュ ー ルに加工する技術に関

しては、 そのノウハウがなかった。 そのため、 同

社は2001年にニッカウヰスキー と技術提携し、 加

工技術のノウハウを学びながら本格的な梅酒づく

りへの挑戦を始めた。

商品開発については、 大手会社と同様の商品を

作っては勝負にならないと考え、「高級志向」に

珀目し、 全国でも収穫批の少ない「梵宿梅」を3

年熟成させる梅酒づくりを行った。 しかし、 さら

なる付加価値をつけるためにウイスキー の製法を

取り入れた。 ニッカ社からもらったオ ーク椋に梅

酒を貯蔵し、 笠宿梅の特徴である強い香りを引き

出し、 椋によっても風味が異なる梅酒「椋仕込高

級梅酒ゆめひびき」を誕生させた。

写真4

-J... 、9
「樽仕込高級梅酒ゆめひびき」

ビ

写真3 「天女の羽根衣」

尚品完成後は、 市場で販売しなければならな

い。 尚品の販売に関しては、 当初、 価格が高価で

市楊の反応が鈍かったという。 しかし、 2006年6

月に仏 ・ ボルドー のワインフェスティバルに出品

したことをきっかけに都内のデパ ー ト、 富裕層向

けス ー パー、 高級ホテルのバー などで使用される

ようになった。 その後、 この商品は、 2009年に

「世界リキュ ー ルコンテスト」で金宜を受伐する

までになった。 また、 2015年には全国梅酒品評会

2015にて「醗造アルコ ー ル梅酒部門」金費を受貫

している。

その他にも同社は、 6 次産業化の取り組みの 1

っとして、 大学、 研究機関、 企業、 行政、 県・

市、 農協、 梅生涯者などが開発委員会に参加し、

梅ドレッシング「梅吉」と梅のエキスを使ったサ

プリメント「梅神（ばいしん）」の 2 つを誕生さ

せた。 これらの6次涯業化の取り組みにより少し

ずつ歩んできた同社は、 2008年 4 月 8 日の大分合

同新I削に、「農尚工辿携88選」として選定された

ことが掲載されだ ＂。 さらに、 2010年には「ベス

トプラクティス30」にも椎進されている。

緒方氏へのヒアリング調査によると、 このよう

に数々の梅に特化した商品を開発する理由は、 5

つあるということだ。 1 つ目は、 大山町の農産物

の中でも約50年と長い歴史を持っていることであ

る。 2 つ目は、「梅栗植えてハワイヘ行こう」と

いう NPC 運動が始められた時の基幹産物であっ

たことである。 3 つ目は、 町内のほとんどの農家

で梅栽培が行われており、 町内に住む方はプロ

デュ ー スできることである。 4つ目は、 健康食品



で梅干しや梅酒などの様々な加工が可能であるこ

とである。 5 つ目は、 梅は物としてすでにプラン

ド化していることである。以上のことから、 同社

は、 契約農家から買い取った梅を使用し、 ニッカ

社から得た加工技術を活かしてリキュ ー ルを製造

し、 販売するところまですべて行う 6 次産業化を

実現させた。また、 一村一品運動の発祥の地であ

る大山町で、 特産の梅の文化を受け継ぎ、 地元の

梅栽培農家を守るため積極的に 6 次産業化に取り

組んでいることが明らかとなった。

(2)おおやま夢工房の6次産業化の特徴と課題

同社は、 前述したとおり、 会社団体、 町、 町内

外の個人の共同出資により設立された背景もあ

り、 地域の企業としての信頼が厚く、 産学官の垣

根を超えた連携や情報収集ができることが強みで

ある。また、 一村一品運動の発祥の地として知ら

れ、 町の特産品である梅を活かした「梅文化」や

先進的な「まちづくり文化」 があり、 その梅を使

用した高級なリキュ ー ル製品の開発を行っている

ところに特徴がある。 6 次産業化に取り組む際に

は、 生産、 加工、 販売の一連の流れを自社のみで

行うことは難しい。しかし、 同社では、 生産に関

しては地元の歴史のある梅農家と契約し買い取り

のシステムを構築させ、 加工に関してはニッカ社

から加工技術を習得し、 販売に関しては自社の強

みのネットワ ー クを活用した販売先の開拓を実現

させた。また、 大学、 研究機関、 企業、 行政、

県・市、 農協などと連携しながら商品開発に取り

組んでいることも同社の 6 次産業化の特徴である。

その一方で、 同社の課題としては、 市場のニー

ズを把握するためのマー ケティング能力が不足し

ていることが挙げられる。梅に特化した商品を展

開している同社であるが、 消費者のニー ズに合っ

た商品開発力に欠けている。梅を使用した商品の

数は多いが、 その中には、 現在ある商品を消費者

の新たなニ ー ズに合わせて改良した商品も見られ

る。そのため、 商品開発時に徹底的な市場分析や

消費者のニ ー ズをくみ取る必要があるだろう。ま

た、 梅を使用した商品を開発することで 6 次産業

化を実現させているが、「豊後・大山ひびきの郷」

や道の駅「水辺の郷」などの施設運営に関しては、
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観光地の PR 不足もあり、 施設利用者が減少傾向

にある。梅の商品に関しては、 プランド化が進ん

でいるものの「豊後・大山ひびきの郷」「水辺の

郷」 などの施設管理に関しては、 まだまだプラン

ドの認知度を向上させ、 観光面での 6 次産業化を

実現していかなければならないように感じる。こ

こは、 地域とのネットワ ー クを活用した新たな 6

次産業化の取り組みに期待したい。

〇検証結果

本稿では、 大分県における 6 次産業化の実態を

明らかにし、 6 次産業化を推進させるための要因

について検討した。

まず、 1つ目の大分県における6次産業化の実

態については次のとおりである。大分県において

は 6 次産業化の取り組みが全国的に推進される以

前に、 一村一品運動などの地域振興活動が行われ

た。大山町はそのモデルとして評価された地域で

あり、 その後「農業の 6 次産業化」という新たな

概念が生まれるきっかけとなったため、 6 次産業

化に関しても進展しているように思われた。しか

し、 その実態は九州の他県と比較すると進展して

いない様子が明らかとなった。その原因は、 一概

には言えないが、 大分県は1990年代から農業に比

べて工業の方が発展してきたために、 農業の盛ん

な他県に比べて生産できる農産物が少ないため、

6 次産業化が進展していないのではないかと考え

た。また、 6 次産業化に関する認識の低さなどか

ら他県と比較すると進展していない様子が1つの

原因として明らかとなった。このように、 大分県

においては 6 次産業化が進展していない状況で

あったが、 大分県で 6 次産業化に取り組んでいる

おおやま夢工房を見てみると、 NPC運動や一 村
一品運動などの地域振興活動を継承する取り組み

が見られた。同社は、 大分県日田郡大山町で行わ

れていた地域振興活動を受け継ぎ、 地域の梅農家

を守るために 6 次産業化に取り組んでいた。

次に、 2つ目の6次産業化を推進させるための

要因については次のとおりである。まず、 様々な

関連機関と連携を行ったり、 国による支援制度を

コ
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受けたりすることである。 自社が課題としている

部分の支援やアドバイスを受けたり、 得た情報を

商品開発や販売戦略に活かしていったりすること

で 6 次産業化を成功に導くことができる。次に、

マ ー ケティングや販売戦略などの経営学の知識を

身につけることである。 6 次産業化に取り組む際

には、 他社に負けない商品開発力や販売戦略を行

う必要があり、 売れるための仕掛けづくりが必要

となる。そのため、 他社との差別化を図るために

もマ ー ケティングの能力や販売戦略などの経営学

の知識が必要になっている。最後に、 6 次産業化

に取り組む際には、 従来から行われていたNPC

運動や一村一品運動から重要な点を学ぶことであ

る。従来の地域振興活動では、 大山町を中心に、

住民が一 致団結して取り組める仕組みづくりを

行っていた。その伝統や思いを受け継ぎ、 おおや

ま夢工房でも 6 次産業化が行われていた。このよ

うに、 NPC運動や一村一品運動から学ぶべき点

は多くあり、 今後の 6 次産業化に活かしていくこ

とで成功に尊くことができるだろう。

〇今後の研究課題

これまで述べてきたとおり、 農業を取り巻く環

境問題を解決するためには 6 次産業化が期待され

ているが、 まだまだ 6 次産業化に関しては多くの

課題が存在する。しかし、 これらの課題を克服

し、 6 次産業に取り組む生産者や企業の成功要因

を学ぶことで 6 次産業化をさらに発展させること

ができるのではないか考える。

本研究では、 大分県における 6 次産業化の実態

と課題について、 おおやま夢工房を検証するまで

にとどまった。今後の研究課題として、 おおやま

夢工房のような地域に密着した 6 次産業化の取り

組みの実態についてさらに深く研究していきた

ぃ。また、 6 次産業化の取り組みについて経営学

の視点から検証していきたい。

【注】

(1)大分合同新聞「おおやま夢工房 梅の商品

国の「農商工連携88選」に」

セ

2008年 4 月 8 日付朝刊． 5 頁。
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